
1.　地方公会計の目的・・・本編1P

2.　財務書類の作成範囲・・・本編2P

財務書類の数値は次の3つの会計等区分を対象範囲とし、各区分ごとに数値を示しています。

3.　財務書類の種類・・・本編3P

(1) 貸借対照表 (2) 行政コスト計算書 (3) 純資産変動計算書 (4) 資金収支計算書

純行政コスト
（③+④-⑤）

純資産 ⑤臨時収益
本年度末残高
（①-②+③+④）

本年度末残高
（①+②+③+④）

うち
現金預金

③純経常行政コスト
（①-②）

③財源 ③財務活動収支

④臨時損失 ④固定資産等の変動 ④前年度末残高

①経常費用 ①前年度末残高 ①業務活動収支

資産 負債 ②経常収益 ②純行政コスト ②投資活動収支

令和６年度　統一的な基準による財務書類（概要版）/北斗市

一般会計等 北斗市の一般会計、土地区画整理事業特別会計、渡島公平委員会特別会計

全体会計 一般会計等に国保、介護、後期高齢者医療、水道事業及び下水道事業を加えたもの

連結会計 北斗市が構成団体となっている一部事務組合
（3セク会社等は出資比率50%以上の自治体が連結会計で計上。北斗市に該当ケースなし）

　また、基準日は令和6年度末（令和7年3月31日）とし、出納整理期間における出納については基準日までに
終了したものとして処理しています。

　基準日時点の財産の
状態（資産、負債、純資
産の残高）

　1年間における福祉
サービスやごみ収集経
費など資産形成につな
がらない行政コスト

　1年間における貸借対
照表の純資産（過去・
現世代負担）の変動内
容

1年間における資金収
支の状態

○「発生主義・複式簿記」といった企業会計的要素を取り込むことにより、資産・負債などのストック

情報の把握が可能になる。

○現金主義の会計制度では見えにくいコストを把握し、自治体の財政状況等をわかりやすく開示

できる。

○資産・債務の適正管理や有効活用といった、中・長期的な視点に立った自治体経営の強化が可

能になる。

＋本年度末歳計外現金
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4.　各財務書類の概略

(1) 貸借対照表（一般会計等）　・・・　本編4P～13P 

固定資産 固定負債

　・有形固定資産 　・地方債等、長期未払金
　　（土地、建物、物品）

　※内訳 本編11P参照 　・退職手当引当金
　・無形固定資産
　　（ソフトウェア） 流動負債
　・投資その他資産
　　（出資金、特定目的基金など） （78.8億円/99.3%） 　・1年内(R06)償還予定地方債等 16.1億円

流動資産 　・賞与等引当金、未払金など

　・現金預金
　　（資金 5.5億円、 （8.2億円/85.0%） 負債合計
　　歳計外現金1.5億円）
　・未収金

（0.9億円/98.5%）

　・基金（財政調整基金）
（40.8億円/104.5%）

　・徴収不能引当金
（△0.0億円/107.4%） 純資産

資産合計 負債及び純資産合計

※括弧内の数値は、前年度（R5）残高及び対前年度比を表したものである。
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合がある。

(2) 行政コスト計算書（一般会計等）・・・本編14P～18P

経常費用 ①=②+③
業務費用 ②

人件費
物件費等

（うち減価償却費）
その他の業務費用

移転費用 ③
経常収益（使用料・手数料、諸収入など） ④
純経常行政コスト ⑤=①-④

臨時損失 ⑥
臨時利益 ⑦

純行政コスト ⑤+⑥-⑦
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合がある。

0.3億円 0.2億円 155.4%

213.5億円 206.8億円 103.3%

213.8億円 206.9億円 103.4%

0.0億円 0.1億円 16.3%

104.7億円 109.0億円 96.1%

7.1億円 7.9億円 89.6%

27.4億円 27.3億円 100.4%

2.4億円 2.5億円 93.4%

25.3億円 23.2億円 108.8%

88.5億円 80.0億円 110.6%

220.9億円 214.8億円 102.8%

116.2億円 105.8億円 109.8%

　　・普通建設事業費や公債費は資産の増加・減少であり、費用の発生ではないので、行政コスト計算書には計上されない。

　　・歳入歳出決算では計上されない減価償却費や退職手当等引当金繰入等は費用の発生として行政コスト計算書に計上される。

○純経常行政コストは行政サービスにかかったコストから受益者分を差し引いたもの

科目 金額 前年度（R5） 前年度比

（719.1億円/97.5%）

865.2億円 865.2億円
（874.1億円/99.0%） （874.1億円/99.0%）

○1年間における福祉サービスやごみ収集経費など資産形成につながらない行政コストを示すもの

0.9億円 【純資産の部】

これまでの世代（過去・現世代）による負担という概念。
表上は「固定資産等形成分」「余剰分（不足額）」で示され
る。

42.7億円

△0.0億円
701.0億円

（49.9億円/101.5%） （2.1億円/.57.1%）

7.0億円
164.2億円

（155.0億円/106.0%）

78.3億円 （21.2億円/111.4%）

（19.1億円/84.3%）

50.7億円 7.5億円

735.3億円 115.6億円
（744.5億円/98.8%） （109.3億円/105.8%）

25.0億円
1.0億円 （24.5億円/102.0%）

（824.2億円/98.8%） （133.8億円/105.1%）

　（注）この「概略版」では、各表の項目を簡略化した上で、「一般会計等」の数値を億単位で表記しています。

○令和6年度末における資産、負債、純資産の残高を示すもの。

○学校や道路などの資産に対し、これら資産形成のために財源とした市債などの将来世代の負担（負債）と、
資産合計から負債合計を差し引いた、いわゆる「これまでの世代」や国・道の負担（純資産）を示している。

（0.8億円/116.1%） 23.6億円

【資産の部】 【負債の部】

814.5億円 140.6億円

＋本年度末歳計外現金
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(3) 純資産変動計算書（一般会計等）・・・本編19P～20P

○貸借対照表の純資産の変動状況を示すもの。（これまでの世代の負担蓄積額の変動）

○純資産の減少は将来世代にその分の負担が先送りされたことを、増加は軽減されたことを意味する。

前年度末純資産残高
(717.3億円/100.3%) (872.2億円/99.2%) (△154.9億円/94.2%)

純行政コスト（△表示）
　注）減価償却費含む (△206.8億円/103.3%) (△206.8億円/103.3%)

財源（税収、交付税、国・道支出金）
(208.6億円/100.2%) (208.6億円/100.2%)

本年度差額
(1.8億円/△253.3%) (1.8億円/△253.3%)

固定資産の変動（内部変動）
(△7.2億円/81.9%) (7.2億円/81.9%)

有形固定資産の増加
（R６に投資した施設・・・運動公園等） (16.6億円/110.2%) (△16.6億円/110.2%)

有形固定資産の減少
（R６の減価償却費など）
貸付金・基金の増加
（基金の積立額） (16.4億円/161.6%) (△16.4億円/161.6%)

貸付金・基金の減少
（建設事業に取り崩した基金）

本年度純資産変動額
(1.8億円/△998.5%) (△7.2億円/105.6%) (9.0億円/△116.7%)

本年度末純資産残高

※括弧内の数値は、前年度（R5）残高及び対前年度比を表したものである。
※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合がある。

(4) 資金収支計算書（一般会計等）・・・本編21P～22P

業務支出（人件費、物件費、移転費など）

業務収入（市税等、国・道支出金、使用料など）

臨時支出（災害復旧事業支出）

臨時収入

業務活動収支 ①

投資活動支出（施設整備支出、基金積立、貸付金）

投資活動収入（基金取崩収入、貸付金元金回収収入など）

投資活動収支 ②

財務活動支出（地方債償還支出など）

財務活動収入（地方債発行収入）

財務活動収支 ③

本年度(R6)資金収支額 ①+②+③=④

前年度末資金残高 ⑤

本年度末資金残高 ④+⑤

※数値は、四捨五入しているため、合計値が一部合致しない場合がある。

7.6億円 6.5億円 116.9%

5.5億円 7.6億円 72.2%

△5.8億円 △7.4億円 79.0%

△2.1億円 1.1億円 △192.7%

17.7億円 18.6億円 95.2%

11.8億円 11.1億円 105.9%

16.4億円 14.6億円 112.7%

△19.2億円 △12.8億円 150.4%

23.0億円 21.3億円 108.0%

35.7億円 27.4億円 130.3%

0.0億円 0.0億円 54.5%

0.0億円 0.0億円 -

188.3億円 192.8億円 97.6%

211.3億円 214.1億円 98.7%

・財務活動収支・・・公債費（地方債償還支出）、地方債など

科　　　　　目 金額 前年度（R5） 前年度比

(719.1億円/97.5%) (865.0億円/99.1%)(△145.9億円/107.2%)

○「業務活動」「投資活動」「財務活動」の区分ごとの収支と全体収支を示すもので、資金利用状況とともに資金
獲得能力を評価する財務情報となるもの

・業務活動収支・・・行政サービスを行う中で毎年度継続的に収入、支出されるもの

・投資活動収支・・・学校、道路などの資産形成や投資・基金などの収入、支出

△18.1億円 △7.6億円 △10.5億円

701.0億円 857.4億円 △156.4億円

△11.5億円 11.5億円
(△13.0億円/88.5%) (13.0億円/88.5%)

(△27.2億円/100.7%) (27.2億円/100.7%)

26.5億円 △26.5億円

18.3億円 △18.3億円

△27.4億円 27.4億円

△4.6億円 △4.6億円

5.9億円 △5.9億円

△213.5億円 △213.5億円

208.9億円 208.9億円

区　　　　分 合　　　計
固定資産等

形成分
余剰分

（不足分）
719.1億円 865.0億円 △145.9億円
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5.　財務分析（主な指標）

(1) 純資産比率　・・・ 本編25P

○資産形成のための過去・現世代の負担度合いを示すもの。

過去・現世代の負担は81.0%、将来世代の負担は19.0%となっている。

(2) 資産老朽化比率 ・・・ 本編11P

有形固定資産

事業用資産

インフラ資産

注）減価償却累計額と取得価格等は、本編11P下表に表記した数値（固定資産台帳等による）

○有形固定資産のうち、償却資産の取得価格等に対する減価償却累計額の割合を示すもの。

○耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを把握することができ、最も有
用な指標。

・他自治体と横比較で「見える化」と、今後の公共施設管理について全体的な視点に基づく
マネジメントの検討に有用。

〃 61.8％
(R5 60.1%)

-

〃 60.3％
(R5 59.3%)

-

○81.0%は平均値と比較すると高いが、資産の老朽化が進めば比率が低下していくことになり、今
後、世代間の負担のバランスを見据えながら、資産の形成・更新をしていく必要がある。

区分 計算式 北斗市 3～5万人

減価償却累計額÷取得価格等×100 61.1％
(R5 59.7%)

67.1％

　（注）本編、この概略版ともに「一般会計等」の指標。また、「3～5万人」の標記は（一社）地方公会計研究セン
ター調査による令和5年度の平均値（北海道内7自治体）です。

計算式 北斗市 3～5万人

(1)貸借対照表
　　純資産合計額÷資産合計額×100

81.0％
(R5 82.3%)

72.9
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